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要 旨

本研究の目的は、特殊教育担当教師のもつ障害児の知能や性格などの特性可変

観、および彼らの治療教育志向性について明らかにすることであった。養護学校

経験期間の長短者と特殊学級経験期間の長短者総計５１名が上記に関する項目の評

価を行った。その結果、特殊学級での経験期間が短い教師が、養護学校教師に比

べて、強く特性固定観を否定する一方で、より低い治療教育志向性をもっている

ことが示唆された。上記結果を自立活動等教育課程・目標の両校での差異や障害

児指導法等知識既有性の観点から考察した。

［キーワード］ 養護学校教師、特殊学級教師、暗黙の理論、特性可変観、

治療教育志向性

�．問題と研究目的

知的障害（精神遅滞）児の教育において、抽象的思考力が弱いからこそ算数などの教科指導

によってそれらを高めることを優先的指導目標にすべきではないかという指摘がある（山口，

１９６７）。また、フォイヤーシュタインら（Feuerstein and Rand，１９９７）は、障害児の認知構造の

変容指導に関する書『「このままでいい」なんていわないで（“Don’t Accept Me As I Am”）』の

中で、同様な問題提起を行っているが、そこでは、知的機能の改善を志向する上での重要な要

因が指摘されている。それは、「障害児の認知構造の変容は可能なのだ」という指導者や親の

信念（Beliefs）である。

能力やパーソナリティー等の特性は変わりうる、あるいは変わらないとする態度・信念（暗

黙の理論）に関して、たとえば以下のことが明らかにされている。知能は変わるという能力増

加観（incremental view）をもった学生が、もたない者にくらべ補講などの治療教育プランを選

択しやすいことや、それをもたない者が、他者に関する情報を診断材料としてより固定的に評
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価しがちであることなどである（Hong, Chiu and Dweck，１９９９：Dweck, Chiu and Hong，１９９５：

Hong, Chiu, Dweck, Lin and Wan，１９９９）。

また、小川（２０００b，２００１）は、大学生を対象にして、知能可変観と治療教育志向性との関

連を分析し、以下のような結果を得ている。障害児教育に関する講義を履修し、かつ障害児・

者との長期の交流等体験のある学生が、そうでない学生に比べて、より高い知能増加観をもち、

高い治療教育志向性を示すというものである。知能増加観と治療教育志向性との関連、およ

び、障害児教育に関する知識と長期の交流体験が両者の規定的関連性に影響していることが示

唆されたのである。

教師の実践行為を規定する個人的・心理的要因として、教育学的内容知（Pedagogical Content

Knowledge ; Shulman，１９８７）、子どもの学習に関するメンタルモデル（Mental Model）（Strauss，

１９９３）、信念（Kemple, Hymith and David，１９９６）、個人的 ATI理論（杉村・桐山，１９９１：小川，

１９９９）、個人的学習指導原理（梶田・後藤・吉田，１９８５）、心理学的モデル知識（小川，２０００a）

などがあげられる。上記した知能増加観も実践行為を規定するものだと考えられる。たとえば、

リノットら（Lynot and Woolfolk，１９９４）は、小学校通常学級教師を対象にこの点を検討し以

下の点を明らかにしている。すなわち、経験年数の長い教師が、短い教師に比べて知能固定観

をもちやすく、かつ、概念的なものよりはプラグマティックな教育目標・課題を優先するとい

うものである。

障害児教育担当教師においてはどうであろうか。治療教育は、子どもの弱い部分・苦手な部

分を育てるものであるため、子どもの動機づけの維持や、課題に失敗した場合の対処など様々

な指導技法を要する。さらには、長期にわたって志向し続ける必要がある。そのためには、治

療教育的指導法の知識と共に、「私の指導している相手の特性は変容可能である」などの信念

（暗黙の理論）も必要ではないだろうか。

本研究の目的は、障害児教育担当教師を対象に、彼らの「子どもの知能等特性は変容可能で

ある」という特性可変観や治療教育目標への志向性を、教師経験年数・担当した学校種（特殊

学級・養護学校）との関連において明らかにすることである。

�．方 法

１．対象者 平成１４年度度島根県免許法講習会（障害児教育�）の受講生８８名であった。

２．質問手続き・内容 講習会終了時に、アンケート用紙を配布した。「つぎのような項目内

容に関してのあなたの率直な意見を問う」という教示のもとで以下の項目を評価してもらっ

た。なお、これまで勤務した学校種別を、通常・特殊・通級学級別に、また、そこでの経験期

間を、１年未満、２年未満、３年未満、３年以上で回答してもらった。

３．評価・質問項目内容 質問項目はドゥェックら（Dweck et al．，１９９５；Hong et al．，１９９９）

のものを参考に作成した特性増加・固定観に関する以下の１～３項目を用いた。１：「どんな

子どもであれ、知能などを伸ばすことができる」（特性増加観）、２：「子どもの知能などはもっ

て生まれたものである」（特性固定観）、３：「子どもは、状況によってはいろんな風にふるま

えるが、根本的な部分（性格など）を変えることはできない」（特性固定観）。
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小川（２０００，２００１）で用いた教育方針に関する以下の４・５項目を用いた。治療教育志向性

に関するものは、４：「子どもの苦手な部分を育てることを意識し、それを指導目標にする」、

特恵教育に関するものは５：「子どもの苦手な部分よりむしろ得意な部分を育てることを意識

し指導目標にする」。これら諸項目に対する、賛成の程度や意識・志向する程度を、４段階で

評価してもらった。

�．結果および考察

本研究では、以下の条件を備えた個人の評価結果のみを分析の対象とした。養護学校のみ経

験者から、経験年数３年未満の１２名（養護長）および３年以上の１６名（養護短）、特殊学級の

み経験者から、同様に経験年数３年未満の１４名（特殊長）および３年以上の９名（特殊短）で

ある。

表１に、各評価項目の平均と標準偏差をしめした。特性固定観項目３において１０％水準での

主効果の傾向が認められた（F（３，４７）＝２．２５；p＜．０９）。LSD法による多重比較の結果、上記

項目と同様に、養護長・短と特殊短間における５％水準での有意差が認められた。なお、５％

水準で有意な項目間の相関は、項目２（特性固定観）と３（特性固定観）間（r＝．２９）にみと

められたのみであった。大学生を対象とした研究（小川，２００１）では、治療教育志向における

群差や治療教育志向と特恵志向間に有意な負の相関がみられたが、教師を対象にした本研究結

果ではそれらが認められなかった。

群差のみられた項目の結果から、養護学校経験者と特殊学校での経験期間が短い群との差の

傾向、特殊学級短群における、特性固定観の低さが認められた。

以下、主成分分析を用いて、３つの特性増加・固定観関連

項目の代表値を得ることにより、さらに分析を進めた。表２

に、主成分分析の結果である因子負荷量を示した。固定観項

目において強い負の負荷量をもつ１因子（非特性固定観）が

得られた。

治療教育志向に関しては、治療・特恵両教育目標の重み付

けを明確にするために項目５と４の評価値差を治療教育志向

の代表値とした（表３参照）。この代表値と治療間（r＝．７３）

および特恵教育項目間（r＝－．７６）には５％水準での有意な相関が示された。なお、以上の特

表１ ４群における各質問項目の評価平均（標準偏差値）

項 目 １；増加観 ２：固定観 ３：固定観 ４：治療教育 ５：特恵教育

養護長 ３．４（ ．６３） ２．１（ ．６４） ２．３（ ．８７） ３．０（ ．３７） ３．６（ ．５０）

養護短 ３．３（ ．８７） １．９（ ．９０） ２．４（ ．７９） ３．３（ ．６５） ３．３（ ．６５）

特殊長 ３．７（ ．５０） ２．１（ ．９３） ２．３（ ．８７） ３．３（ ．５０） ３．９（ ．３３）

特殊短 ３．６（ ．７６） １．８（ ．８０） １．７（ ．６１） ３．０（ ．３９） ３．８（ ．４３）

全 体 ３．５（ ．７０） ２．０（ ．８０） ２．１（ ．８２） ３．１（ ．４９） ３．６（ ．５２）

表２ 特性増加・固定観項
目の主成分分析結果

項 目 因子負荷量

１：増加観 ．５１６

２：固定観 －．６６０

３：固定観 －．８１６

寄与率 ．４５６
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性観の代表値とこの教育志向性代表値

間における有意な相関は認められな

かった。

表３は、学校種と経験年数から作ら

れた４群における上記２指標の平均値

と標準偏差を示したものである。非固

定観に関しては、養護長から特殊短ま

で漸次その値が上昇する傾向がみられ

るが、分散分析の結果、有意な主効果

は認められなかった（F＝（３，４７）＝１．８１；P＜．１６）。なお、平均値差を t検定した結果では、特

殊短と、養護長・短間における有意差が認められた（養護長間：t＝２．０７（２８），p＜．０４８、養護

短間：t＝２．１１９（２４），p＜．０４５）

一方、治療教育志向では、養護長から特殊短まで漸次その値が減少している。分散分析の結

果、主効果が１０％水準では認められていた（F（３，４７）＝２．７６；p＜．０５２）。LSD法による多重比

較の結果、養護長と特殊短間のみにおいて５％水準での有意差が、養護短と特殊短間で１０％水

準での差の傾向が認められた。この傾向は、上述した項目間の群差の分析結果と同様に、養護

学校を経験した群との比較において、特殊学校での経験年数が短い群（特殊短）の治療教育志

向性の低さがみられた。

以上の分析結果から、第一に、経験年数による単純な効果はみられず、養護学校経験者に比

べて、特殊学級担当経験年数の短い者の治療教育的志向性が低いことが示された。第二には、

特殊学級担当経験の短い者が、養護学校経験者に比べて、特性固定観を強く否定する傾向が示

唆された。

小学校教師を対象にしたリノットらの研究（Lynott and Woolfolk，１９９４）では、経験年数が

長い教師の固定観の強さが示唆されているが、本研究においては、経験年数よりはむしろ学校

種間差が顕著であった。すなわち、経験年数にかかわらず養護学校経験者が、特に経験期間の

短い特殊学級担当者に比べて低い非特性固定観をもっていた。特殊学級より、発達的により重

度の児童・生徒の指導経験が教師の非特性固定観を強める可能性が示唆される。また、小学校

通常学級担当教師を対象にしたリノットら（Lynott and Woolfolk，１９９４）の研究では、経験年

数が、選択する教育目標の内容（抽象的概念的・実践的知識など）に影響している可能性が示

唆されているが、本研究結果では、特性観と同様に、治療教育目標への志向性において経験年

数よりはむしろ学校種間の差が顕著に現れていた。

障害児教育担当教師を対象にした本研究結果では、特性の固定を否定的に評価していた特殊

学級短の教師が、必ずしも高い治療教育志向性をもってはいなかった。同じ経験レベルであり

かつ非固定観がより低い養護学校担当者の方が高い治療教育志向性をもっていた。これは固定

・増加観と治療教育志向性との規定的関連性を支持する結果ではない。このことは、ひとつに、

自立活動に代表される学校種間の教育課程・目標の違いにあるのかもしれない。養護学校教師

として課せられる職業的課題や学校の教育課程・目標が影響した結果であるとも考えられる。

大学生（小川，２００１）や同一教育課程をもつ通常学級の教師（Lynott and Woolfolk，１９９４）を

表３ ４群における非特性固定観および治療教
育志向性の代表値の平均（標準偏差）

群／代表指標 非特性固定観 治療教育志向性

養護長 －．２０（ ．９８０） ．５０（ ．８１６）

養護短 －．２５（ ．９４０） ．２５（１．２１５）

特殊長 －．９０（１．１２９） －．２２（ ．８３３）

特殊短 ．５１（ ．９００） －．５７（１．３４２）

全 体 ．００（１．０００） ．０２（１．１４０）
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対象とした研究結果とは異なり、特性増加・固定観（特性可変観）が、教育目標としての治療

教育志向性と単純な規定関係にないことがうかがえる。

本研究では、教師の障害児特性可変観と治療教育志向性間に規定性を見出せなかった。しか

し、一般的には、教師の実践行為に彼らのもつ暗黙の理論（信念）が影響する可能性は否定で

きない（Kemple, Hymith and David，１９９６）。リー（Lee，１９９６）は、通常学級の小学校教師を

対象に、具体的な生徒事例に対する諸反応を検討している。その結果、知能固定観の強い教師

が、前もってもつ自分の生徒期待に影響されやすい、学習課題の遂行成績に影響されやすい（遂

行志向：Performance-Oriented）等の結果を得ている。本研究で用いた治療教育志向性項目の内

容は、教育課程目標であり具体性に欠けたものであった。治療教育志向性を、具体的な事例に

対する諸指導行為によって評価するなどの方法を用いて、特性可変観との関連をさらに検討し

ていく必要があろう。

また、上述した大学生を対象にした小川（２００１）の研究結果では、障害児教育に関する知識

も治療教育志向性の重要な要因であった、今回は各教師の障害児教育に関する知識レベルを反

映する指標をとってはいなかった。養護学校長群と特殊学級短群の治療志向性の差には、特に

障害や治療教育的理論や技法の知識が関与しているのかもしれない。たとえば、非固定観の高

い特殊学級担任において、治療教育的志向性が低かったのはその指導方法に関する知識が不足

していたからではないか、一方、重い子の指導を経験することにより非特性固定観（特性増加

観）を弱めてはいたが、養護学校群は、教育課程および治療教育的教育課程のもとで障害や指

導方法等に関する知識がよりあったため、治療教育目標を高く評価したとも考えられる。この

ような仮説の検証は今後の重要な課題である。

近年の特別支援教育の普及によって、特殊学級担任教師が校内での支援体制におけるキー・

パーソンになるケースが多いと予想される。特に、障害児教育の経験が乏しくまた障害児教育

の専門性が低いと予想される教師が、特別な教育的ニーズをもった児童・生徒を指導・支援す

る場合、上記仮説に基づけば、彼らがもっているであろう非特性固定観（特性増加・可変観）

を維持・増強させ、その信念の行為化を可能にするためにも、担当初期からの治療教育的知識

等の研修が必要だと言えよう。
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